
（4）　2025. 5. 1　 もりおか市議会だより

市政を問う
問　多様な子育て支援のニーズ

に応えるため、持続的な支援活動
に取り組んでいる人と、支援を必
要とする人をつなぐプラットホー
ムを構築しては。

答　支援活動を行う人や活動内
容をＳＮＳで紹介するほか、支援
を行う人の意見も参考に効果的な
プラットホームづくりに取り組む。

問　人口対策を喫緊の課題とし、
重点的に取り組むことを市総合計
画に位置付けているが、本市とわ
が国の人口減少に対する所見は。

答　国の出生数は80万人を割り、
本市も若年人口と生産年齢人口が
減少しており、どのように「優し
く強い盛岡」を引き継ぐかなど、
強い危機感を持っている。

問　18歳までの医療費助成の完
全無償化に向けた取り組みの強化
についての所見は。

答　完全無償化のためには多額
の財源が必要であり、県に対して
は自己負担額の撤廃を、国に対し
ては全国市長会などを通じて全国
一律の保証制度を創設するよう引
き続き要望していく。

問　本市における氷河期世代へ
の支援と課題、今後の方向性は。

答　３年度から国の交付金を活
用し、就職などを支援してきたが、
対象者の掘り起こしが課題である。
７年度からはミドル世代へ同様の
支援を継続し、関連機関との連携
強化により、対象者の把握と幅広
い世代の就職を後押しする。

問　次期総合計画の計画期間内
で、合併建設計画の事業のうち未
着手となっている路線の着手と着
手済みの事業の完了見込みは。

答　市道新設改良事業など、未
着手の４路線のうち、７年度に羽
場線の整備に着手し、他の３路線
も期間内に着手する。着手済みの
事業は期間内の完了を目指す。

問　不登校児童生徒の増加に伴
いフリースクールの利用も増加し、
保護者の経済的負担が課題となっ
ていることから、利用者向けの補
助制度の導入を検討しては。

答　他自治体の導入状況などを
調査し、導入可能性の検討を継続
しており、今後も調査結果をもと
に本市の補助の在り方を検討する。

問　本市の産業構造をどのよう
に捉え、今後どのように産業振興
を図っていくのか。

答　東北の主要都市と比べ第三
次産業の占める割合が高く、第二
次産業の占める割合が低い水準で
ある。今後は、ＩＴ・ヘルステッ
ク関連産業など、域外から資金を
獲得できる産業の強化に努める。

問　すでに完全給食となってい
る小学校から先行して学校給食の
無償化を実施すべきでは。

答　６年度補正予算で計上した
小中学校の給食食材費への支援を
着実に実施することで、保護者負
担の軽減を図り、将来的な給食費
の無償化につながるよう取り組ん
でいく。

問　持続的な発展および人口減
少対策にはダイバーシティ・エク
イティ＆インクルージョンの推進
が必要だと考えるが、所見は。

答　盛岡が選ばれるまちになる
ための重要な考え方と認識してい
る。誰もが個性や能力などを十分
に発揮でき、安心して暮らせる環
境づくりを引き続き推進していく。

問　受動喫煙防止対策の推進な
どのため、速やかに分煙施設の整
備方針の策定と財政措置を行うべ
きと考えるが、所感は。

答　国からの技術的助言の主旨
を踏まえ、受動喫煙防止対策の取
り組みの一つとして、民間事業者
への助成制度について検討を行っ
ている。

代表質問

代表質問

代表質問

代表質問

代表質問

子育て支援のプラットホーム

急激な人口減少の現状

子どもの医療費の完全無償化 

就職氷河期世代への支援

盛岡市・都南村合併建設計画

フリースクール利用者への支援

産業構造と産業振興

学校給食の無償化

持続的な発展と人口減少対策

受動喫煙防止対策の推進

千葉 伸行
（盛友会）

神部 伸也
（日本共産党市議団）

兼平 孝信
（創盛会）

中村 亨
（市政クラブ）

代表質問では会派を代表して５人の議員から市長と教育長の７年度
施政方針について、一括または一問一答方式による一般質問では17人
の議員から広範囲な市政課題について質問がありました。

太田 隆司
（公明党）

◆代表質問のポイント
・策定から30年以上がたった都
南村合併建設計画は次期総合計
画に位置付け、期間内の完了を。
・望まない受動喫煙を防止する
ため、早急に分煙施設整備計画
を策定し予算措置を。

◆代表質問のポイント
・本市ならびに国の急激な人口
減少の現状認識。
・新産業等用地整備、工業用地
確保策と本市の産業振興の今後。
・いじめや不登校問題、教師の
待遇など学校教育の役割。

◆代表質問のポイント
・次期総合計画開始の節目の年。
課題山積の中でのかじ取り。
・盛岡広域を核とした県内外の
連携強化で持続可能性の維持。
・学びの環境が変化する中で取
り組む地域ぐるみの育み。

◆代表質問のポイント
・厳しい財政状況の下でも「住
民福祉の向上」という自治体本
来の役割が問われている。
・少子化対策では具体的な経済
支援が求められており、取り組
みの強化が必要。

◆代表質問のポイント
・就職氷河期世代の中にはひき
こもり当事者も少なくない。当
事者に合わせた支援強化を。
・ダイバーシティへの意識を高
める取り組みは地方だからこそ
重要。
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※一般質問の録画映像を配信しています。
　スマートフォン・タブレット端末でも視聴できます。

問　食料供給困難事態対策法に規定された、
食料生産計画の作成指示などに農業者が従わな
い場合の罰則についての見解は。

答　国民生活などに大きな影響が生じている
状況では、供給確保のための措置が必要であり、
実効性を担保するための規定だと認識している。

問　市債残高の推移の説明の中に市民一人当
たりの借金とあるが、市民が借金をしているわ
けではないことから、表現を改めるべきでは。

答　市債残高の経年の動きや他都市との比較
を含め、市債の状況を分かりやすく紹介するた
め、「市民一人当たり」の表記を使用している。

食料供給困難事態対策法

「市民一人当たりの借金」
寺長根 浩

（創盛会）

このほかの質問
・当初予算のマイ
ナス８％シーリン
グの結果
・景気を良くする
ための取り組み

問　顕在化する空き家問題に対する全庁横断
的な取り組みの可能性は。

答　問題のある空き家の発生予防に取り組む
とともに、庁内横断的な対応のため平成27年度
に設置した市空き家等対策推進連絡会を活用し、
各部署の連携を進め対策を図るよう取り組む。

問　市内における町内会や自治会が消滅した
事例の有無や現状認識、課題と対策は。

答　７年１月時点で７団体から活動継続が困
難な状況であるなどの相談を受けている。負担
の重さなどから役員の担い手不足があり、ＮＰ
Ｏ法人と協働し支援を行う。

空き家問題への全庁横断的な対応

町内会や自治会の存続

このほかの質問
・景観保全のルー
ル化や条例改正
・（仮称）盛岡市
中心市街地デザイ
ン戦略の必要性

野田 尚紀
（盛友会）

問　自衛隊に対し、高校生の個人情報を提供
する権利が市にあるのか。

答　自衛隊法、自衛隊法施行令および個人情
報保護法などを根拠に、法令上問題がないと認
識して、名簿の提供を行っている。提供を望ま
ない人にも配慮し、除外申請を受け付けている。

問　自衛隊員を講師とした防災訓練は市内各
校で行われているのか。

答　６年度は市内の中学校４校で実施してい
る。東日本大震災をはじめとした災害派遣活動
を通じた防災講話、心肺蘇生やＡＥＤ・応急止
血などの救命処置体験学習が行われている。

自衛隊への名簿提供

自衛隊員を講師とした防災訓練
髙橋 和夫

（日本共産党市議団）

このほかの質問
・鳥インフルエン
ザが発生した養鶏
場事業者の事業再
開に対する行政支
援や再建の可能性

問　新潟市では、効果的な条例制定に向けた
検討を行っているが、本市の条例制定の見解は。

答　大通の客引き行為は長年の課題であり、
条例制定の要望も受けており、新潟市の検討状
況なども参考に、商店街や警察などとも力を合
わせ、令和７年中の条例制定に向けて取り組む。

問　芝生広場の整備事業は一度白紙となった
が、新たな形での利活用について民間提案を受
け、公民連携事業として整備しては。

答　イベントの開催などを通じてニーズを把
握し、新たな整備の必要があれば、公民連携の
取り組みも選択肢の一つとして検討する。

大通の客引き行為の規制

盛岡城跡公園芝生広場の整備

このほかの質問
・一般廃棄物収集
運搬業の新規許可
・栃木県宇都宮市
との経済交流
・石垣の眺望

佐藤 明彦
（盛友会）

問　キャッチアップ接種の期間延長の確実な
周知には個別通知以外にはないのではないか。
また、７年度定期接種の個別通知の予定は。

答　対象者に応じた情報発信が大切であり、
引き続き発信する。７年度定期接種も全対象者
へ学校を通じ個別に案内し、周知啓発に努める。

問　５歳児健診の実施に向けたスケジュール
と、実施内容の検討状況は。

答　具体的な検討はこれからだが、７年度は
先行自治体の事例などを調査研究するとともに、
専門職を中心に医療機関や保育所などの関係機
関と協議を行い、８年度からの実施を目指す。

ＨＰＶワクチンの個別通知

５歳児健診のスケジュールと内容
鈴木 聖子

（公明党）

このほかの質問
・認知症施策推進
計画の策定に向け
た意見聴取
・商業施設への期
日前投票所の増設

問　映画「新渡戸の夢」の本市での上映に向
けた活動に対する所見は。

答　上映会発起人の皆さんが、新渡戸生誕の
地で、一人でも多くの市民に映画を届けたいと
いう思いを持ち、さまざまな団体が力を合わせ
て取り組んでいることに対して敬意を表する。

問　社会の公器として優れた機能を持つ新聞
を活用した学校教育についての所見は。

答　新聞を教材として読解力などを育むこと
は重要だと捉えている。市立の小中学校や高等
学校では、記事の時事問題を追及する学習を行
うなど、各学校で新聞の活用を工夫している。

後藤 百合子
（無所属）

このほかの質問
・盛岡芸妓の育成
・客引き迷惑防止
条例の制定の責務
・市のまちづくり
のルール化

映画「新渡戸の夢」の上映活動

新聞を活用した学校教育

問　人口減少に伴い深刻化する人材不足につ
いて、市長の所見と今後の対応は。

答　地域活動やインフラ維持など市民生活の
あらゆる分野に影響する深刻な課題である。次
期総合計画において、人口減少対策をさらに強
化し、持続可能なまちづくりを進める。

問　11年度末時点の基金残高見込みが13億円
に下方修正されたが、不測の事態に対応可能か。

答　災害時は基金の取り崩しにより対応して
きたが、適正残高は災害対応などを含め60億円
を目安にしており、60億円を下回ると非常に厳
しい状況が想定されるため、残高確保に努める。

人材不足への今後の対応

財政調整基金残高の減少
櫻 裕子

（盛友会）

このほかの質問
・人口減少施策で
効果のあった施策
・盛岡ブランドの
認知度の向上
・野鳥への餌やり

三田村 亜美子
（日本共産党市議団）

新型コロナのクラスター対策
問　新型コロナウイルスの新たな変異株によ

り、高齢者施設などでクラスターが発生してい
るが、具体的な対策と医療機関への搬送体制は。

答　クラスター対策として研修会を開催し、
集団発生予防のための指導を行っている。医療
機関への搬送は、医療機関で調整を行っている。

問　こども誰でも通園制度ではなく、保育士
の配置基準の改善により、保育を必要とするす
べての人に保育を保障する体制を作るべきでは。

答　子どもの最善の利益のために、保育体制
の充実が必要であり、保育士の配置基準などの
見直しについて、国に引き続き要望する。

子どもの保育を保障する体制

このほかの質問
・ゆぴあすの営業
停止
・松園地区活動セ
ンターの改修内容
と今後の見通し
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市政を問う

問　新市庁舎供用開始予定時期は現在の市本
庁舎の耐用年数を超えるが、耐用年数を超えた
場合の耐震補強など維持管理費用の試算状況は。

答　現時点で耐震性調査の予定はなく、経費
は試算していない。設備の維持管理費は新市庁
舎供用開始までに約20億円必要と試算している。

問　ＰＦＡＳのうちＰ
ピーフォス
ＦＯＳとＰ

ピーフォア
ＦＯＡは毒

性が問題だが、水の安全のためにＰＦＡＳ全般
を水道水源保護条例の水質指針値に定めては。

答　国は８年度からＰＦＡＳとＰＦＯＡを水
質基準項目に加える方針であり、動向を注視し、
ＰＦＡＳの水質指針値への追加を検討する。

現在の市本庁舎の維持管理費用

Ｐ
ピーファス
ＦＡＳによる水質汚染の予防

豊村 徹也
（創盛会）

このほかの質問
・新起業1000社の
公約進捗状況
・新型コロナワク
チン接種後の死亡
データの不開示

問　2024年版家計調査で本市の一世帯当たり
のリンゴ購入額が日本一となったが、盛岡りん
ごの販路拡大に向けたトップセールスの予定は。

答　市内集客施設でのフェアや首都圏での生
産者による対面での販売会の開催のほか、広島
県などで市長のトップセールスを予定している。

問　中山間地域だけでなく市街地でも民生児
童委員の成り手が不足しており、危機感を持っ
て対策を行う必要があると考えるが、所見は。

答　市中心部と中山間地域では高齢化率や住
民の意識なども異なるため、民生児童委員の意
見を聞き、地域の特性に応じた支援を検討する。

盛岡りんごの周知拡大の取り組み

民生児童委員確保の取り組み
田山 俊悦

（盛友会）

このほかの質問
・農業における異
常気象対策の補助
・民生児童委員一
斉改選での定数変
更と区域変動

問　市立小中学校の通常時間割における給食
の喫食時間の最短時間、最長時間および最短時
間の学校における喫食時間の設定根拠は。

答　喫食時間は小学校が最短15分、最長30分、
中学校が最短10分、最長25分。学習指導要領で
は、各学校で工夫して設定するよう定めている。

問　国の健康日本21や県の健康いわて21の目
標を参考に、30分の喫食時間を確保すべきでは。

答　国などでは、家族との触れ合いの場など
を想定した指標と捉えており、学校給食では、
発達段階や一人一人の実態に対応した喫食時間
を確保しているものと把握している。

市立小中学校給食での喫食時間

学校給食の喫食時間30分の確保
佐藤 尚弘

（日本維新の会）

このほかの質問
・米飯の食べ残し
とふりかけの持参
・学校給食の自由
な盛り付け
・ランチボックス

盛岡広域ごみ処理施設の処理量

千葉 順子
（盛友会）

このほかの質問
・災害廃棄物処理
・次期総合計画で
の自然減対策が子
育て支援のみであ
ることへの所見

今後の県や近隣自治体との連携

問　１日当たりの処理量を438トンから378
トンとする施設規模の下方修正がされたが、さ
らに処理量を減らすことができるのでは。

答　今後の事業者選定における要求水準の検
討の中で、さらなる施設規模の縮小も検討し、
より効率的なごみ処理体制の確立を目指す。

問　次期総合計画において、さまざまな事業
を県と対等な立ち位置で進めることや近隣自治
体との連携についての所見は。

答　市政を進める上で、国や県の動向を把握
しながら、県と協力すべき点は協力し、広域振
興局や広域７市町とも連携して取り組む。

問　道路地下空洞化調査は何年から開始し、
調査状況はどのような状況か。

答　平成29年度から開始し、実施した総延長
は約40.5キロメートルになっている。陥没危険
度の高い箇所が９箇所判明し、追跡調査のほか、
道路管理者へ情報提供をし、対応を促している。

問　盛岡バスセンターの利用状況、テナント、
利用者の声などの状況は。

答　１カ月当たりの入館者は約７万人と堅調
で、宿泊施設は前年同月比で約130％に伸び、
テナントはおおむね順調と聞いている。利用者
からは快適にバス待ちができるなどの声がある。

道路地下空洞化調査の始期と状況

盛岡バスセンターの利用状況
池野 直友

（公明党）

このほかの質問
・上下水道管の老
朽化の調査状況
・バス運転士不足
・学校のトイレ洋
式化の進捗状況

問　身体障害者手帳３級所持者の医療費給付
に所得制限を設けるとのことだが、見直すべき
では。導入した場合の対象外人数と財政効果は。

答　対象外は約450人、約2077万円の削減を
見込む。医療費助成制度を維持するため、苦渋
の決断として所得制限を導入することとした。

問　市内のフリースクールの月謝の現状と、
フリースクールへの財政的支援の検討状況は。

答　有料施設では月額11000円から45000円
まで、利用日数や形態により幅がある。財政的
支援は、他自治体の調査などを行い、実施可能
性の検討を継続しており、国へ要望などを行う。

中度身体障がい者医療費給付事業

フリースクールへの財政的支援
庄子 春治

（日本共産党市議団）

このほかの質問
・高額療養費制度
の見直しの影響
・難病対策の取り
組みと成果
・夜間中学の検討

問　稲作農家への支援や農業の担い手の確保
についての市の取り組みは。

答　担い手が効率的に農地を利用できるよう、
農地の集積集約を一層進めるとともに、国の支
援対象とならない農業者を対象に、農業機械の
導入などを支援する市独自事業を行う。

問　国による給食費無償化が実現した場合、
給食未実施校で弁当持参の家庭にも恩恵のある
支援の在り方を検討すべきと考えるが、所見は。

答　給食自由選択方式の実施校では、一律の
支援には課題があり、国の検討状況を踏まえ、
本市の支援の在り方について検討する。

稲作農家への支援や担い手確保

国による給食費無償化時の支援
鈴木 努

（日本共産党市議団）

このほかの質問
・有機農業の拡大
と農地目標の達成
に向けた取り組み
・市学校給食セン
ター

問　水道行政をまちづくり、人づくりと捉え、
取り組むことが重要と考えるが、所見は。

答　まちづくりでは広報と市民の声の反映に
努め、人づくりでは出前講座や職場体験を通じ
て理解促進に努めてきた。今後は、市民が主体
的に水道に関わる取り組みを検討する。

問　子ども科学館や浄水場などの既存施設を
活用した子どもの遊び場整備についての所見は。

答　既存施設がさまざまな体験や学びを得ら
れる遊び場となることは、施設の有効活用につ
ながるため、利用者のニーズなどを踏まえ、財
源の効果的な活用も含め、整備手法を検討する。

水道行政とまちづくり、人づくり

既存施設を活用した遊び場の整備
山崎 智樹

（盛友会）

このほかの質問
・パブリックコメ
ントの目的
・「子どもコミッ
ショナー」の設置
・全天候型遊び場
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※一般質問の録画映像を配信しています。
　スマートフォン・タブレット端末でも視聴できます。

会派の意見
本会議において、各会派が市長提出議案などに対して意見を述
べる討論が行われました。各会派の討論の要旨をお知らせします。
★すべての議案番号と議案名は、８ページに一覧表として掲載しています。

盛 友 会 全議案に賛成

議案第34号は、公共下水道の予定処理について、計画区域縮小の対象
世帯一人一人に寄り添い、浄化槽設置補助などの支援を実施し、市全域
での水洗化を早期に実現されたい。議案第43号は、自転車の安全と利用
促進事務について、自転車ネットワーク計画の策定から９年が経過して
いるが、矢羽根型の道路標示の整備が約90キロメートルの延長に対し10
キロメートルにとどまり、重要施策として、計画どおりに進捗が図られ
るよう財源確保に努め、通勤通学に限らず、安全で快適な自転車利用の
環境を整備されたい。

創 盛 会 全議案に賛成

議案第２号は、過去２番目の予算規模であるが、中期財政見通しで将
来の収支不足が見込まれる中、各施策の着実な推進と将来にわたる安定
的な財政運営を両立させるべく、財政調整基金の繰り入れに依存しない
予算編成を行っており評価する。議案第15号は、市犯罪被害者等支援条
例について、犯罪被害者などに対する相談・情報提供や経済負担の軽減
などが網羅されていることなどから評価する。議案第43号は、自転車の
安全と利用促進事務について、車道の路肩への矢羽根の路面標示を行う
ものだが、現状調査を行いながら整備されたい。

日本共産党市議団 一部議案に反対

議案第２・６・13・17・27号は、次の立場から反対する。事業見直し
は、自治体経営改善事務局で総合的に検討すべきである。ごみ処理は、
分別・再資源化の徹底によるごみ減量へかじを切るべきであり、抜本的
見直しを求める。下水道料金は、市民生活に影響を与えるため時期を見
直し、低所得者への配慮や段階的な実施などの対策を求める。職員定数
は、保育所民営化による減員の内容だが、職場要望の増員と乖離が大き
く問題である。社会福祉施設などの人員配置は、施設間の融通ではなく、
専門職の適正配置のため労働環境などの改善を図るべきである。

市 政 ク ラ ブ 全議案に賛成

議案第２号は、７年度一般会計予算について、厳しい財政状況であり
マイナスシーリングを行ったが、生活困窮や就労困難を抱える人への支
援を緩めないよう、多機関連携などの支援強化を行われたい。公共交通
では、交通空白地域における高齢者をはじめとした交通弱者の支援のた
め、交通手段の確保を強く求める。児童福祉では、離婚前後親支援事業
の７年度からの実施を歓迎し、面会交流などで困る親や子どもの支援に
尽力されたい。議案第43号は、時間外勤務手当の増額はやむを得ないが、
より一層働き方改革を進め、時間外勤務の縮減を図られたい。

公 明 党 全議案に賛成

議案第２号は、対前年度比2.4%増であり４年度に次いで、２番目の
予算規模となるが、新たに「未来創造プロジェクト」として、施策横断
的に取り組みを推進するとしており、２つの重点取組項目における事業
が、市民生活や経済活動に資するものとなるよう、精力的に取り組まれ
たい。議案第43号は、防災施設整備事業において、国の補正予算による
「新しい地方経済・生活環境創生交付金」を活用し、避難所となる学校
へのスポットエアコン整備が計上されているが、災害時の避難所支援と
なることから、当該整備が拡大していくことを強く望む。

問　医療機関への通院が不便な地域を対象に
実施している患者輸送事業の現状と課題は。

答　患者輸送バスを６コースで運行しており、
４コースは週１回、２コースは隔週で運行して
いる。運転士不足などにより受託可能業者が限
られることと、利用者の減少などが課題である。

問　７年７月から患者輸送バスの減便が予定
されているが、新たな輸送体制が確立されるま
では、現状の運行体制を維持すべきでは。

答　全国的な運転士不足の中、減便をお願い
するが、患者輸送事業は今後も継続し、運行体
制の改善につながる手法の検討に取り組む。

患者輸送事業の現状と課題

患者輸送体制の維持
野中 靖志

（市政クラブ）

７年２月１日発行のもりおか市議会だよりNo.236（12月定例会）
の２ページに掲載の高校生議会の記事において、掲載した氏名の漢
字に誤りがありました。お詫びして訂正いたします。

お 詫 び と 訂 正

誤 正
高校生議長
小
こなり
成　暖

だんのしん
之進さん

高校生議長
小
こなり
成　暖

だんのしん
之心さん

子ども・子育て委員長
渡
わたなべ
邊　紡

つぐは
珀さん

子ども・子育て委員長
渡
わたなべ
邉　紡

つぐは
珀さん

公共交通委員長
渡
わたなべ
邊　錬

れん
さん

公共交通委員長
渡
わたなべ
邉　錬

れん
さん

採択された請願への市の対応
《請願名》
私学教育を充実・発展させるための請願（令和６年12月20日採択）
《市の対応》
　私立高校に対する運営費補助および学費補助金交付制度について
は、本市において、私立学校振興補助金により保護者の負担軽減を
図っている。また、県においては、私立高校に在籍する生徒の世帯
のうち、経済的理由で就学が困難な世帯などに対し就学援助を行っ
ており、市独自の制度の創設は困難であると考える。私学助成の充
実については、国や県に対しさらに充実するよう要望する。

《請願名》
盛岡市手話言語条例の制定を求める請願（令和６年12月20日採択）
《市の対応》
　市が実施すべき事業について請願提出団体と意見交換を進めなが
ら、県の手話言語条例である「言語としての手話を使用しやすい環
境の整備に関する条例」による事業の実施の可否について確認する
とともに、市の条例制定の必要性について検討する。

議案番号 件名 議決結果

第１号 令和６年度盛岡市一般会計補正予算（第８号） 可決(全員)

１月21日に市議会１月臨時会を開き、６年度一般会計補正予算１
件を可決しました。主な内容は、国の総合経済対策に基づく低所得
者世帯への支援として、６年度住民税均等割非課税世帯を対象に、
一世帯当たり３万円および18歳以下の児童一人当たり２万円の現金
を給付する、価格高騰重点支援給付金支給事業のほか、学校給食運
営委員会などを対象に、６年度１月～３月分および７年度分の食材
費増額相当分を補助し、学校給食の安定的な提供を確保するととも
に保護者負担額の軽減を図る学校給食運営事業などを実施します。

１月臨時会１月臨時会


